
 1. 継続組織の前提に関する注記
該当なし

 2. 重要な会計方針
（１）「公益法人会計基準」（平成20年4月11日　改正令和2年5月15日内閣府公益認定等委員会）
　　　を採用している。
（２）有価証券の評価基準及び評価方法
　　　①満期保有目的の債券
　　　　償却原価法（定額法）によっている。
　　　②その他有価証券
　　　　ア．時価のあるもの
　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法）によっている。
　　　　イ．時価のないもの
　　　　　移動平均法に基づく原価法によっている。
（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　　　個別法による原価法を採用している。
（４）固定資産の減価償却の方法
　　　①有形固定資産
　　　　定率法又は旧定率法によっている。
　　　　但し、建物については平成10年4月以降取得のものについては、定額法によっている。
　　　　また、構築物については平成28年4月1日以降に取得のものについては、定額法によっている。
　　　②無形固定資産
　　　　定額法によっている。
　　　③リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引）
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。
（５）引当金の計上基準
　　　①賞与引当金
　　　　職員等の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当事業年度負担額を計上している。
　　　②退職給付引当金
　　　　退職給付に備えるため、期末退職給与の自己都合要支給額相当の金額を計上している。
（６）リース取引の処理方法
　　　①ファイナンス・リース取引（リース契約 1 件あたりの契約金額が 300 万円超）
　　　　リース資産として計上している。
　　　②ファイナンス・リース取引（リース契約 1 件あたりの契約金額が 300 万円以下）
　　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
　　　　のうち、リース資産の重要性が乏しいと認められるものは、通常の賃貸借取引に準じた
　　　　会計処理によっている。
（７）消費税等の会計処理
　　　消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

 3. 会計方針の変更
該当なし

財務諸表に対する注記



 4. 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高
基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位:円)

 5. 基本財産及び特定資産の財源等の内訳
基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位:円)

 6. 担保に供している資産
該当なし

科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
基本財産

普通預金
投資有価証券

小計
特定資産

退職給付引当資産

21,142 0 0 21,142
16,300,000 0 0 16,300,000
16,321,142 0 0 16,321,142

合計

施設設備積立預金
緊急時対策等積立預金
千葉本部施設建設積立資金
建物
工具器具備品

小計

486,810,700 47,750,400 9,696,900 524,864,200
385,267,440 0 0 385,267,440
20,000,000 0 0 20,000,000

600,000,000 0 0 600,000,000
6,923,996 0 546,549 6,377,447

33 0 0 33
1,499,002,169 47,750,400 10,243,449 1,536,509,120
1,515,323,311 47,750,400 10,243,449 1,552,830,262

16,300,000

― ―
33 (33)

科目 当期末残高
(うち指定正味財
産からの充当額)

(うち一般正味財
産からの充当額)

(うち負債に対応
する額)

普通預金
投資有価証券

小計
特定資産

(16,300,000) ― ―
16,321,142 (16,321,142) ― ―

21,142 (21,142) ― ―

退職給付引当資産

合計

施設設備積立預金
緊急時対策等積立預金
千葉本部施設建設積立資金
建物
工具器具備品

小計

基本財産

385,267,440 ― (385,267,440) ―
20,000,000 ― (20,000,000) ―

524,864,200 ― ― (524,864,200)

600,000,000 ― (600,000,000) ―
6,377,447 (6,377,447)

― ―
1,536,509,120 (6,377,480) (1,005,267,440) (524,864,200)

(524,864,200)1,552,830,262 (22,698,622) (1,005,267,440)



 7. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(単位:円)

 8. 債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高
債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高は、次のとおりである。

(単位:円)

 9. 保証債務(債務保証を主たる目的事業としている場合を除く。)等の偶発債務
該当なし

10. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益
満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。

(単位:円)

0
0
0

貸倒引当金の当期末残高

　16回 三井住友ﾄﾗｽﾄ･ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 期限前劣後債 199,209,486 198,200,000 △ 1,009,486
　6回　三菱商事劣後債 199,865,053 199,160,000 △ 705,053
　1回　損害保険ｼﾞｬﾊﾟﾝ日本興亜 期限前劣後債 199,878,841 199,500,000 △ 378,841

　18回 みずほFG永久劣後社債 100,000,000 94,320,000 △ 5,680,000
　24回 みずほFG永久劣後社債 99,968,933 95,190,000 △ 4,778,933

評価損益

特定資産

取得価額 減価償却累計額 当期末残高
建物

科目
236,060,011 186,471,250 49,588,761

8,839,900 5,531,112 3,308,788
27,398,997 3

815,147,988

　26回 みずほFG期限前劣後債 20,000,000

966,037,180

19,680,000
　29年度1回　北海道公募公債 50,000,000

基本財産

49,440,000

建物附属設備
構築物
機械装置
車両運搬具
工具器具備品
リース資産

31,880,389 5,117,558 26,762,831
33,703,275 32,324,361 1,378,914

34,459,480 32,630,910 1,828,570
78,485,728

27,399,000

793,034,347
1,877,500

791,156,847
債権の当期末残高

1,035,266,267 180,327,8991,215,594,166合計

合計

791,156,847
1,877,500

793,034,347

736,662,260

ソフトウェア 28,104,123 9,129,819 18,974,304

科目 債権金額
未収金
未収還付消費税等

帳簿価額 時価

△ 1,652,820

科目

　3回　全共連（JA共済）期限前劣後債 100,000,000 95,900,000

△ 19,185,133

△ 4,100,000

△ 560,000
△ 320,000

　1回　クライメート・トランジション 16,300,000 14,647,180

合計 985,222,313



11. 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

(単位:円)

補助金

助成金

12. 基金及び代替基金の増減額及びその残高
該当なし

13. 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

(単位:円)

14. 関連当事者との取引の内容
該当なし

15. 重要な後発事象
該当なし

合計

―
学術研究助成基
金助成金

貸借対照表上
の記載区分

環境放射能分析
研修事業補助金

指定正味財産

8,350,142 8,035,000

業務用設備等脱
炭素化促進事業
補助金

千葉県 0 8,035,000 8,035,000 0

546,549合計

金額内容

―

補助金等の名称

10,007,662 6,377,480

1,426,113 0 1,426,113 0

交付者

(独)日本
学術振興
会

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

文部科学省 6,924,029 0 546,549 6,377,480

546,549減価償却費計上による振替額
経常収益への振替額



16. その他
（１）引当金の明細

(単位:円)

（２）リース取引
　　　①リース資産内容
　　　　その他固定資産に計上しているリース資産は、公益目的事業における分析機器等である。

（３）退職給付関係
　　　①採用している退職給付制度の概要
　　　　確定給付型の制度として退職一時金制度を設けている。

　　　②退職給付債務及びその内訳
(単位:円)

　　　③退職給付費用に関する事項
(単位:円)

　　　④退職給付債務等の計算の基礎に関する事項
　　　　退職給付債務の計算に当たっては、退職一時金制度に基づく期末自己都合要支給額
　　　　を基礎として計算している。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上

0

Ｃ　出向者負担金受入額 0
Ｄ　退職給付費用（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 47,750,400

Ａ　退職給付債務 524,864,200
Ｂ　会計基準変更時差異の未処理額 0
Ｃ　退職給付引当金（Ａ＋Ｂ） 524,864,200

Ａ　勤務費用 47,750,400
Ｂ　会計基準変更時差異の未処理額 0

9,696,900

0

期首残高 当期増加額科目

524,864,200退職給付引当金 486,810,700 47,750,400

賞与引当金 49,758,678

当期減少額
期末残高

目的使用 その他

46,969,565 49,758,678 46,969,565


